
第４章　地球環境対策の推進

 第 １ 節 　 地球温暖化防止対策

１   地球温暖化防止対策の推進

　　地球温暖化は、その影響の大きさや想定される被害の深刻さなどから、最も深刻な地球環境問

題であり、その主たる原因は、化石燃料の大量消費等に伴う二酸化炭素をはじめとした大気中の

温室効果ガスの急激な増加によるものであるが、温室効果ガスの削減については、国レベルでは

もちろんのこと、地域レベルにおいても事業者、県民及び行政が一体となって、積極的な対策を

講じることが不可欠となっている。

　　県においては、平成14年３月に、平成８年３月に策定した「愛媛県地球温暖化対策地域推進計

画」を見直し、新たに「愛媛県地球温暖化防止指針」を策定し、平成22年度に県全体の二酸化炭

素など６種類の温室効果ガスを平成２年度排出量比で６％削減することを目標に掲げ、県民、事

業者及び行政が一体となった温暖化対策を推進している。

　　このため、平成15年４月22日のアースディ（地球の日）に、各種の地球温暖化防止対策技術を

導入した愛媛県体験型環境学習センター（通称：えひめエコ・ハウス）をえひめこどもの城内に

オープンし、省エネルギー、省資源などの各種のイベントの開催や環境学習プログラムなどを開

催し、県民の地球温暖化防止活動の実践促進をはじめとして、環境意識の高揚を図っている。

　　また、平成17年４月には、地球温暖化対策の推進に関する法律第24条に基づき、特定非営利活

動法人愛媛県環境保全協会を愛媛県地球温暖化防止活動推進センターに指定し、同センターを核

として事業者、市町などと連携を図りながら普及啓発活動を行っている。さらに、県では四国４

県連携での普及啓発活動、バイオマス利活用マスタープランの策定や木質バイオマスを利用した

製品素材の開発などによるバイオマス利活用促進対策の推進などにより、地域での地球温暖化の

防止に向けた取組を推進している。

　　なお、県自らも １事業体として、県の事務・事業における温暖化対策を推進するために、地球

温暖化対策の推進に関する法律第21条に基づく「愛媛県地球温暖化防止実行計画」を平成13年３

月に作成し、県のすべての機関において省エネ、省資源対策などを総合的、計画的に推進してお

り、グリーン購入についても、温暖化防止対策の一環として位置付け、重点対象物品の指定等に

より、県の全機関において実施している。

　　なお、同計画は平成18年３月に第二次計画に見直し、平成18年度から平成22年度までの５年間

で、二酸化炭素排出量を平成16年度比で10％以上削減することを目標に、一層の地球温暖化防止

対策に取り組んでいくこととしている。

　 (1)  愛媛県地球温暖化防止指針

　　　県においては、地球温暖化対策の推進に関する法律第４条において規定された「温室効果ガ

スの排出抑制等のための施策の推進」という地方公共団体の責務に基づき、これを計画的に実

施するため、平成14年３月に「愛媛県地球温暖化防止指針」を策定し、県民、事業者、行政の

役割分担と連携をもとに、温室効果ガスの削減目標、各主体の役割と行動方針、目標達成に向

けた主要施策などを規定し、地球温暖化対策を推進していくこととした。



1990年 1999年 2010年

排出量
（千t-CO2）

  17,919   20,189
21,862 　16,844　　　

▲5,018の削減

項　目  内　　　　　　　　　　容

１  策 定 根 拠 地球温暖化対策の推進に関する法律　第４条

２  策 定 時 期 平成14年３月

３  目　　　的 県民や事業者、市町村などの理解と協力を得ながら、着実に地球温暖化対策を推進
していくための指針

４  推 進 期 間 平成22年度（2010年度）までの期間を対象
　目標年次は京都議定書の第１約束期間 (2008～2012年)の中間年度である平成22年
　（2010年）

５  構　　　成 第１章　指針の基本的な考え方
第２章　温室効果ガスの排出状況及び将来予測
第３章　温室効果ガスの削減目標
第４章　地球温暖化防止に向けた県民、事業者、行政の役割と行動方針
第５章　地球温暖化防止に向けた主要施策
第６章　指針の推進及び進行管理のための施策

６  本県におけ
　　る排出状況
　　及び将来予
　　測

2010年の温室効果ガス排出量を1990年（基準年）比で概ね6.0％削減する。

７  施策の分類
　　及び主な施
　　策
  【計55項目】

１　指針の総合的な推進施策（計16項目）
　・温暖化対策の推進拠点となる県地球温暖化防止活動推進センターの指定、地域
　　での温暖化防止活動の中心となる活動推進員の設置
　・二酸化炭素吸収源としての植林や緑化の推進
　・バイオマスエネルギー利用設備の設置と普及
　・市内循環バスの走行支援など公共交通機関の整備
２　県民に対する施策（計15項目）
　・エコハウス（体験型環境学習施設）の設置
　・環境ＮＰＯとの連携による環境学習事業の実施
　・家族で温暖化対策に取組む「エコファミ リー」の認定
　・モニター制度や研修会の開催による環境家計簿の普及
３　事業者に対する施策（計12項目）
　・環境 ＩＳＯ認証取得の促進
　・環境に配慮した製品の研究・開発
　・温暖化対策に関する一定の基準を満たす優良事業所認定制度や県と事業者によ
　　る協定制度の普及
　・温室効果ガス排出削減計画の策定と取組結果の公表促進
４　県や市町村が自ら実施する施策（12項目）
　・グリーン購入や低公害車の優先導入
　・公共工事における間伐材など環境配慮型資材の優先調達
　・市町村職員に対する温暖化対策研修の実施

８  推 進 及 び 
  進 行 管 理

・施策実施状況は県環境白書、えひめの環境ホームページにおいて公表
・県環境審議会温暖化対策部会において施策進行管理と評価を実施

　　　この指針の概要は、表１－４－１のとおりである。

　表１－４－１  愛媛県地球温暖化防止指針の概要

　 (2)  愛媛県地球温暖化防止実行計画

　　　県においては、県機関における地球温暖化防止対策を計画的、総合的に進めるため、「愛媛

県環境保全率先行動計画」を策定し温暖化の防止に努めてきたところであるが、地球温暖化対

策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）に基づく「温室効果ガスの排出の抑制等のた

めの措置に関する計画」として改訂し、平成13年３月に新たに「愛媛県地球温暖化防止実行計

画」を策定し、実施機関を各試験研究機関や県立病院、県立学校、警察署などすべての県機関

に広げるとともに、温室効果ガスの削減目標を設定し、地球温暖化防止の観点から、幅広い取



項　目  内　　　　　　　　　　容

１  名　　　称 愛媛県地球温暖化防止実行計画（第二次計画）

２  策 定 の 背
　　景 ・ 根 拠

〇平成９年12月　地球温暖化防止京都会議開催
　　　 〃　　　 京都議定書採択
〇平成11年４月　地球温暖化対策の推進に関する法律施行
　全ての自治体に対し、温暖化防止のための取組みを定めた実行計画の策定を
　義務付け（第20条の２）

３  目　　　的 〇全ての県機関を対象として、自らが実施する事務及び事業に伴う温室効果ガ
　スの排出削減を図り、市町、事業者、県民に温暖化防止の取組みを広げる。

４  基 本 方 針 〇京都議定書の趣旨（2008年から2012年にかけて1990年比６％の温室効果ガス
　排出削減）に則り、県の自主的な取組みにおいて可能な限りの温室効果ガス
　排出削減を図る。
〇京都議定書に規定された６種類の温室効果ガスのうち、排出量の大部分を占
　める二酸化炭素を対象とする。
〇今後策定する市町のモデルとなるよう、省エネルギーからごみ減量化、グ
　リーン購入の推進など、具体的で幅広い取組内容を提示する。

５  期　　　間
〇５年を１期とし、平成18年度から22年度を第二次計画とする。（５年ごとに
　改定を行う）
　 (第一次計画　平成13年度から 17年度）

６  対 象 範 囲 〇全ての県機関 (出先機関を含む) が実施する事務及び事業
　・県立病院、県立学校、警察署など全ての機関が対象
　・公共工事をはじめ施設の管理運営など、民間に委託して実施するものは対
　　象外

７  ガ  ス  の
  排 出 状 況

○第二次計画の基準年（平成16年度）における状況は下記のとおりである。

項　　目 16年度実績

                
      

二酸化炭素 (t-CO２) 57,964

省資源
分野

コピー用紙使用量 (千枚) 116,073
上水道使用量 (千立米) 1,177
廃棄物排出量 (トン) 5,742

環境配慮
型製品

コピー用紙の再生紙使用割合 97.6％
印刷物の再生紙使用割合 100.0％
環境配慮型製品購入割合 100.0％
低公害車保有割合 24.7％

８  目 標 設 定
  の 考 え 方

○二酸化炭素
　　京都議定書及び県地球温暖化防止指針の削減目標並びに各部局における削
　減目標を踏まえ、平成２年度(1990年度)比で2.4％以上、基準年の平成16年
　度 (2004年度)比で10.0％以上削減する。(森林吸収源対策分4.2％は含まず)
○省資源分野
　　16年度までの実績及び各部局における削減目標を踏まえ目標設定する。
○環境配慮型製品
　　平成16年度までの実績を勘案して目標設定する。低公害車保有割合につい
　ては、更新時には全て低公害車を導入することを目指して目標設定する。

組を実施することにした。

　　　なお、本計画は平成18年３月に第二次計画に改訂し、計画の概要は、表１－４－２のとおり

である。

　　　第二次計画の進捗状況については、平成18年度の二酸化炭素排出量は、基準年度である平成

16年度と対比して8.5％減となっており、平成22年度の削減目標10％以上に向け順調に進捗し

ている（資料編１－３参照）。

　表１－４－２  愛媛県地球温暖化防止実行計画（第二次計画）の概要



項　　目 削減 (導入) 目

電気使用量

重油使用量

都市ガス使用量

灯油使用量

ガソリン使用量

軽油使用量

液化石油ガス使用量

　　合　　　　 計

【省資源分野】

コピー用紙使用量

上水使用量

廃棄物の排出量

【環境配慮型製品の導入分野】

コピー用紙での再生紙使用率

再生紙で発注した印刷物の割合

単価契約物品における環境配
慮型製品の占める割合

公用車に占める低公害車等の割合

▲ 9.5％

▲ 7.9％

▲ 6.9％

▲23.4％

▲ 7.2％

▲11.5％

▲13.5％

▲10.3％

▲  10％

▲  10％

▲  20％

100％

100％

 60％

 100％ 

ガス
算
定
対
象

算
定
対
象
外
＊

９  主 な 数 値
　　目　　　標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　削減基準年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目標年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度

　＊県自らのガス排出量算定には直接影響しないが、社会全体から見れば排出
　　削減効果が見込まれる項目

10  主 な 取 組 １  取組内容
 （1）省エネルギーの推進（28項目）
　　（庁舎）
　　　・冷暖房実施時間及び冷暖房温度の適切な設定
　　　・不要照明の消灯徹底
　　　・待機電力の削減　　　など
　　（公用車）
　　　・エコドライブの推進
　　　・更新時の小排気量化を推進
　　　・公共交通機関等の利用促進
 （2）ごみの減量化・リサイクルの推進（19項目）
　　　・「県庁５Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル、リバイ、リペア）」を目標
　　　　として、物品購入時からのごみの減量化を図る
　　　・ＯＡ機器の活用、両面コピーの徹底等によるコピー用紙使用量を削減
　　　　する。
 （3）施設の新設、営繕による省エネ型施設の推進（17項目）
　　　・新エネ施設の導入や省エネ機器への更新を推進する。
　(4)  職員等の意識の向上（2項目）
　　　・県庁環境レポートの公表
　　　・地球温暖化防止実行宣言
２  計画の推進方法
　　　・各機関に「地球温暖化対策推進員」を設置
　　　・職員研修の計画的な実施（職位・業務別等）
　　　・庁内ＬＡＮを活用した関連情報の提供
３  計画進行管理方法及び公表
　　　・本計画への取組内容及びガス排出状況を毎年度調査
　　　・環境白書やホームページ、県庁環境レポートで公表

　 (3)  愛媛県体験型環境学習セン ター （えひめエ コ ・ ハウス）

　　　えひめエコ・ハウスは、県民の地球温暖化の防止などに対する環境保全意識の向上を図るこ

とを目的に、住宅や事務所等へ導入可能な地球温暖化防止技術の体験の場を提供するとともに、

環境学習及び環境保全活動の支援を行うため、平成14年度に国の補助を受けて建設し、平成15



事務室

主な設備 仕　　　様 備　　品　　等

・太陽光発電設備

・太陽熱利用設備

・雨水循環設備　

・屋上緑化設備　

　　　　　　　等

・県産材、間伐材の利用

（建物本体、備品等）

・透水性ブロック等のリ

サイクル資材の利用

・断熱材や複層ガラス等

の導入　等　　　　

・テレビ、ビデオデッキ、プロジェクタ、パソコ

ン等の環境学習関連整備　　　　　　　　　

・太陽光発電実験器、燃料電池実験器、紫外線測

定器等の簡易実験器具　　　　　　　　　　

・バッテリカー　　　　　　　　　　　　　　　

・ペレットストーブ　等　　　　　　　　　　　

年４月22日のアースディ（地球の日）にオープンしたものであり、施設の概要は次のとおりで

ある。

　　　○所 在 地：松山市西野町乙103番地１　えひめこどもの城内

　　　○建　　物：木造平屋造り　面積：約330㎡

                 （親子エコライフ室、エコ活動支援室、エコ製品展示コーナーなど）

　　　○開館時間：9：00～17：00

　　　○休 館 日：原則として毎週水曜日（休日の場合は、その翌日。）

　　　　　　　　　年末年始（12月27日～１月１日）

　　　○導入設備及び仕様等

　　　えひめエコ・ハウスでは、省エネルギー、省資源などの各種イベントの開催や環境学習プロ

グラム「エコレンジャーへの道」などを開催するとともに、環境学習、環境グループの打合せ、

研修などへの親子エコライフ室やエコ活動支援室の貸出し、エコライフ推進員による環境相談

や環境情報の提供、環境学習用機材、環境図書、環境ビデオの貸し出し、環境マイスターの派

遣などの事業を実施し、オープンから平成18年度末までに延べ48,460人の県民等の来館があり、

本県における地球温暖化防止技術の体験や活動の拠点として利用され、親しまれている。

　　　なお、指定管理者制度の導入に伴い、平成18年４月からは、イヨテツケーターサービス株式

会社に管理、運営を委託している。

　　　　　　　えひめエコ・ハウス全景　　　　　　　　　　　　　 　えひめエコ・ハウス平面図

　 (4)  地球温暖化防止京都会議の結果

　　　平成９年12月、京都において気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）が開催され、

地球温暖化対策を推進するため、温室効果ガスの国別削減目標などについて、協議が行われた

結果、「京都議定書」が採択され、世界各国が協力して温室効果ガスの削減対策を講じること

にした。この京都議定書については、平成14年５月末の国会において批准が承認され、６月４

日に国連に寄託書が提出された。



対象ガス 二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ6

基 準 年 1990年（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ6については、1995年でも可）

目標期間 2008年～2012年

削減目標
目標期間中（５年間）の先進工業国全体の対象ガスの人為的な排出量を基準年
（1990年）と比べ、全体で少なくとも５％以上削減する。
先進工業国ごとの削減率が定められ、日本の削減率は６％。

そ の 他
植林等による温室効果ガスの吸収に関することや排出量取引、共同実施、クリ
ーン開発メカニズム等の国際的な措置が定められた。

　　　なお、京都議定書については、55カ国以上が批准し、かつ、批准先進国の二酸化炭素排出量

（1990年）の合計が先進国全体排出量の合計の55％を超えることが条件になっていたが、ロシ

アの批准決定により、平成17年２月に発効した。

　　　京都議定書の概要は、表１－４－３のとおりである。

　表１－４－３  京都議定書の概要

　 (5)  地球温暖化対策の推進に関する法律

　　　我が国における地球温暖化対策を推進するための基本となる法律「地球温暖化対策の推進に

関する法律」が平成10年10月に公布され、国、地方公共団体、事業者及び国民それぞれの責務

を明らかにするとともに、各主体の取組を促進する法的枠組みが整備された。

　　　その後、平成14年５月に改正が行われ「京都議定書」の的確かつ円滑な実施を確保するため、

「京都議定書目標達成計画」などの規定が盛り込まれ、京都議定書の発効日と同日の平成17年

２月16日に施行された。

　　　なお、「京都議定書目標達成計画」については、平成17年４月に閣議決定され、気候変動枠

組条約事務局に提出された。

　　【国、地方公共団体、事業者、国民の役割】

　　○　国は、環境の監視を行うとともに、総合的かつ計画的な地球温暖化対策を策定・実施する。

自らの事務及び事業に関する温室効果ガスの排出の抑制等の措置を講じ、また、地方公共団

体、事業者及び国民が実施する温室効果ガスの排出抑制等を促進するため、技術的な助言を

行うなどの措置を講ずる。更に、調査研究、国際協力を行う。

　　○　地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出抑制等のため

の施策を推進する。また、自らの事務及び事業に関する温室効果ガス排出抑制のほか、情報

の提供等の措置を講ずる。

　　　　地方公共団体は、国の定める基本方針に即して、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガ

スの排出抑制等のために実行すべき措置を定める計画（実行計画）を策定し、公表する。ま

た、その実施状況も公表する。

　　○　事業者は、その事業活動に関し、温室効果ガスの排出抑制等のための措置を講ずるように

努めるとともに、国及び地方公共団体が実施する温室効果ガスの排出抑制等の施策に協力す

る。

　　　　相当量の温室効果ガスを排出する事業者は、基本方針の定めるところに留意して、単独又

は共同して、その事業活動に関し、温室効果ガスの排出抑制等のための措置に関する計画を

策定し、これを公表するよう努めるとともに、実施状況を公表するように努めなければなら



ない。

　　○　国民は、その日常生活に関する温室効果ガスの排出抑制等のための措置を講ずるように努

めるとともに、国及び地方公共団体が実施する温室効果ガスの排出抑制等のための施策に協

力しなければならない。

　 (6)  愛媛県地球温暖化防止活動推進員

　　　県では、平成17年４月に、地域における地球温暖化防止対策を推進するため、地球温暖化対

策の推進に関する法律第23条に基づき、地球温暖化に関する自主的な啓発、調査、指導・助言、

情報提供などに取り組む愛媛県地球温暖化防止活動推進員を委嘱した。（委嘱期間３年）

　 (7)  愛媛県地球温暖化防止活動推進セン ター

　　　県では、平成17年４月に、地球温暖化対策の推進に関する法律第24条に基づき、特定非営利

活動法人愛媛県環境保全協会を、愛媛県地球温暖化防止活動推進センターに指定した。（指定

期間５年）

　　　同センターは、県との連携のもと、地球温暖化防止フェスティバルの開催や地球温暖化防止

活動推進員等研修会の実施など温暖化防止に関する普及啓発活動の支援を行った。





開催日 開催場所 出席者 内　　　容

18. 7.10 八幡浜市
宮内小学校 30

新エネルギー勉強会

新エネ・シアター

ソーラーカー工作教室

舌田小学校 29

18. 9.12 西予市 多田小学校 50

18.10. 3 今治市 今治小学校 41

19. 2. 9 新居浜市 新居浜工業高校 178
ビデオ上映

講演

開催日 開催場所 内　　　容 出席者

19.2.13 松山地方局会議室

国・県・市町関係機関の参集により、

新エネルギーの導入に係る県内及び国

の取組状況の紹介や意見・情報の交換

31人

項　　　目 内　　　　　　　　　　容

第１章　背景・

目的

大量生産・大量消費・大量廃棄の経済社会システムがもたらした地球温暖化等

の様々な環境問題や化石資源の枯渇等の課題に対応するため、循環周期の短い

バイオマスを資源・エネルギー源とした持続可能な循環型社会経済システムの

構築を図ることを目的として、地域特性を活かしたバイオマス資源の生産から

利活用までの総合的な対策を樹立するため、「えひめバイオマス利活用マス

タープラン」を策定。

第２章　バイオ

マス利活用の現

況と課題等

有機性汚泥、家畜排泄物、廃食用油、生ごみ、木質バイオマスについては、利

用率の低さ、発生量の多さ、高付加価値利用への転換等の課題から、優先的な

利活用の取組が必要。

　新エネルギー教室の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：人）

　愛媛県新エネルギー関係機関連絡会議

２   バイオマス利活用の推進

　　近年、化石資源に依存した大量生産・大量消費・大量廃棄の経済社会システムは、自然の浄化

能力を超える廃棄物や有害物質の排出、更には、地球温暖化等の深刻な環境問題を引き起こして

いる。

　　このような中、国においては、持続的に発展可能な循環型社会システムの構築を目指して、大

気中の二酸化炭素の発生量を増加させることなく、再生が可能な資源であるバイオマスの利活用

を進めるため、平成14年12月に、バイオマス・ニッポン総合戦略を閣議決定し、バイオマスの生

産から、収集・輸送、変換、更には、利活用にわたる、さまざまな施策を推進することとしてい

る。

　　このため、県においても、愛媛の地域特性に適したバイオマス資源の生産から利活用までを総

合的かつ計画的に推進するための基本計画として、平成16年６月、「えひめバイオマス利活用マ

スタープラン」を策定した。

　表１－４－５  えひめバイオマス利活用マスタープランの概要



第３章　バイオ

マス生産・利活

用方策

１  バイオマスの利活用方策

項　　目 内　　　　　　　容

マテリアル利用
飼料、肥料、建材、工業製品材料、エコプラスチック等に利
用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エネルギー利用
直接燃料、ガス、液体燃料化、ＢＤＦ燃料化、メタン発酵等
に利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

有効成分利用 バイオマス中の付加価値の高い有効成分の抽出による製品化

カスケード利用 付加価値の高い順に利用を図る多段階的なバイオマスの利用

２  地域特性を活かしたバイオマスの生産と利活用

　　本県の豊な森林や海、休耕田等の農地を活かした、バイオマスの生産と利

　活用を促進するためのプランとして、「山のモデル (森林、竹林、畜産)」、

　「野のモデル（米、菜の花）」、「海のモデル（藻類）」を提案。

第４章　バイオ

マス・アイラン

ドの構築

　様々な分野でのバイオマスの生産と利活用を促進するモデルとして、地域住

民の参加と協働により、風力や水力、太陽光などの自然エネルギーの利用とと

もに、バイオマスを最大限に利活用する自給自足型・循環型の自然にやさしい

「バイオマス・アイランド」を構築し、地域のコミュニティを創生していくと

ともに、地域間の交流と補完を促進することにより、愛媛全体にバイオマス・

アイランドを普及することを目指す。

第５章　バイオ

マスの生産・利

活用施策の推進

１  廃棄物バイオマスの利活用目標量

　　主要な廃棄物系バイオマス及び未利用系バイオマスについて、「バイオマ

　ス・ニッポン総合戦略」に呼応して、平成22年度の利活用目標80％以上を設

  定。

２  マスタープラン実現に向けた基本施策

　(1)  バイオマス利活用推進に向けた全般的な対策

　 　・利活用に関する理解の促進

  　・バイオマス製品の普及促進　　・県民、事業者、行政の役割分担

　(2)  バイオマスの生産、収集・運輸、変換技術に関する施策の推進

　　　えひめバイオマスエネルギープロジェクト、効率的な収集・運輸システ

　　ムの構築、産・学・行による共同研究等の施策の推進

　(3)  バイオマス・アイランドの構築

　　　バイオマスを積極的に推進する市町村又は地域の協力を得て、モデル地

　　域を選定するとともに、規制緩和措置の要望、構造改革特区及び地域再生

　　構想の指定を視野にいれて事業を推進。

３  マスタープランの推進体制の整備

　(1)  「愛媛バイオマス利活用推進協議会」の設置による総合的な推進体制の

　　整備

　(2)  「愛媛県環境創造センター」及び庁内関係各課で構成する「環境創造プ

　　ロジェクトチーム（バイオマス関係）」による進行管理

　　このマスタープランの具体化を推進し、県内において、バイオマス資源の生産の促進、収集・

運搬の効率化、利活用技術の開発・普及、バイオマス製品の生産・流通・消費の拡大等の取組が

総合的・効果的に展開されるよう、平成16年11月16日に愛媛県環境創造センターの立川涼所長を

会長とした「愛媛県バイオマス利活用促進連絡協議会」を設置し、関係機関・団体間の情報交換、



年月日 内　　　　　容 出席者数

16.11.16
会則・幹事等の決定、基調講演（愛媛大学農学部川嶋助教授）

意見交換（県、市町、民間の取組事例発表　等）
110名

17. 3.24
講演 (愛媛大学農学部枝重助教授)、交付金事業説明 (中四国農政局)

木質ボード等研究成果発表（県衛生環境研究所）
 90名

17.11.30
招待講演（広島大学工学部松村助教授）

会員からの事例紹介（ＪＦＥエンジニアリング）
 90名

18. 3.23
招待講演（滋賀県立大学山根教授）

環境省委託事業等成果発表（県衛生環境研究所、愛媛大学、井関農機他）
100名

18.12.20
招待講演（三井造船）

農林水産省事業説明（中四国農政局）
100名

19. 3.18
招待講演（富山県中央植物園内村園長）

事例報告（県林業政策課、四国産業クラスター　他）
141名

連絡調整等を図っている。

　愛媛県バイオマス利活用促進連絡協議会の開催

３   オゾン層保護対策

　 (1)  概 　 　 況

　　　地球を取り巻くオゾン層は、太陽光に含まれる有害な紫外線（UV-B）の大部分を吸収し、私

たち生物を守っている。このオゾン層がフロンなどの物質により破壊され、有害紫外線の地上

照射量が増大した場合には、皮膚がんや白内障の増加などの人の健康への影響のほか、陸生、

水生生態系への影響などが懸念されている。

　　　オゾン層の破壊は、熱帯域を除き、ほぼ全地球的に進行しており、特に高緯度地域でオゾン

の減少率が高く、日本上空でも那覇を除く国内３地点（札幌、つくば、鹿児島）で減少傾向が

みられている。

　 (2)  オゾン層保護対策

　　　オゾン層保護対策については、「オゾン層の保護のためのウイーン条約」に基づき、国際的

な取組が進められ、我が国においても「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律

（オゾン層保護法）」を制定し、フロンなどの生産規制等を実施している。また、冷蔵庫、

ルームクーラー、カーエアコンや空調機器に冷媒として使用されているフロンについては、市

町、自動車販売店や冷凍空調設備業者などの業界団体等による回収が進められている。なお、

冷蔵庫等の廃家電品については、平成13年４月からは家電リサイクル法が施行され、メーカー

にフロン回収が義務付けられた。また、平成13年６月には、カーエアコン及び業務用冷凍空調

機器のフロン回収の義務付け、フロン類回収業者等の登録、フロン回収破壊費用の負担等を定

めた「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収破壊

法）」が公布され、平成13年12月から順次施行され、平成14年10月に完全施行された。なお、

カーエアコンの冷媒フロン類については平成17年１月１日からは使用済自動車の再資源化等に



１  目　的
　　フロン類の大気中への排出を抑制するため、
　・特定製品からのフロン類の回収及びその破壊の促進等に関する指針及び事業者の責務等を
　　定める
　・特定製品に使用されているフロン類の回収及び破壊の実施を確保するための措置等を講じ
　　る
２  定　義
　・フロン類
　　　クロロフルオロカーボン、ハイドロクロロフルオロカーボン及びハイドロフルオロカー
　　ボンのうちオゾン層破壊又は地球温暖化の原因物質
　・第一種特定製品
　　　業務用のエアコンディショナー並びに冷蔵機器及び冷凍機器（自動販売機を含む。）
３  第一種フロン類回収業者の登録
　　第一種フロン類回収業（業務用冷凍空調機器が廃棄される際にフロン類を回収する業）を
　行おうとする者は、都道府県知事の登録が必要
４  フロン類の放出の禁止
　　何人も、みだりに特定製品からフロン類を放出してはならない旨、法律に明記されている

区　　分 登録業者数 備　　考

第一種フロン類回収業者 298
フロン回収破壊法

（業務用エアコン、冷蔵機器及び冷凍機器）

引　　取　　業　　者 995
自動車リサイクル法
（カーエアコン）

フ ロ ン 類 回 収 業 者 209

関する法律（自動車リサイクル法）に基づいて回収・破壊されることとなった。

　　　フロン回収破壊法は、平成18年６月に、行程管理制度の導入や、建築物解体業者が業務用冷

凍空調機器の設置の有無の確認が義務付けられるなど、より適切なフロン類の回収が促進され

るよう改正され、平成19年10月１日から施行された。

　　　県においては、改正法の適切な運用と確実なフロン類の回収の徹底を図るため、第一種フロ

ン類回収業者及び建築物解体業者や業務用冷凍空調機器廃棄業者等を対象に、県内４箇所で説

明会を開催した。

　　　なお、フロン回収を促進するための組織としては、平成11年６月に、県内の関係団体により

愛媛県フロン回収・処理推進協議会が設立されている。

　　①　フロン回収破壊法の概要

　　②　フロン回収業者等の登録の状況

　　　　フロン回収破壊法及び自動車リサイクル法に基づき県の登録を受けている第一種フロン類

回収業者（業務用冷凍空調機関係）、引取業者（使用済自動車）及びフロン類回収業者

（カーエアコン関係）の状況は表１－４－６のとおりである。

　　　　また、県内でフロン類の破壊事業者は、財団法人愛媛県廃棄物処理センター東予事業所

（新居浜市）がある。

　　　表１－４－６  フロン類回収業者等の登録状況（平成19年３月31日現在）

　　③　フロン類の回収状況

　　　　本県の平成18年度の業務用冷凍空調機器からのフロン類回収状況は、表１－４－７のとお

りである。



フロン類 業務用冷凍空調機器

ＣＦＣ　 1,490.6

ＨＣＦＣ 20,696.4

ＨＦＣ　 433.0

計 22,620.0

開催年月日 場所 参加人数 説明内容

平成19年３月19日
今治市総合

福祉センター
36名 ①フロン回収・破壊法の概要について（環

　  境政策課）

②フロン回収・破壊法の改正内容について

　  （環境政策課）

③法に基づく手続き等について（愛媛県フ

　  ロン回収・処理推進協議会事務局）

平成19年３月20日
総合科学

博物館
67名

平成19年３月22日
テクノプラザ

愛媛
94名

平成19年３月27日
歴史文化

博物館
63名

　　　表１－４－７  平成18年度におけるフロン類回収量（単位：kg）

　　④　改正フロン回収・破壊法説明会の開催状況

４   酸性雨対策

　　通常の雨は、大気中にある二酸化炭素が溶け込み、やや酸性（pH5.6～7.0）となっているが、

工場や自動車等から排出された硫黄酸化物や窒素酸化物などの大気汚染物質が雨に取り込まれる

と pHが5.6以下になり、強い酸性を示すようになる。この雨を「酸性雨」と呼んでいる。こうし

た酸性の雨は、大気汚染物質が気流に乗り遠くに運ばれるため、しばしば国境を越えた広い範囲

にわたって降っている。この酸性雨の原因物質である硫黄酸化物などの大気汚染物質の発生源と

なっている工場のばい煙や自動車排ガスについては、厳しい規制が実施されており、本県におい

ても、工場密集地域である東予地域を対象に県独自の硫黄酸化物の排出総量規制を導入するなど

汚染物質の排出削減に努めている。

　　酸性雨の影響については、気候や土壌、樹木の種類などの違いから、我が国においては、現在

のところ、欧米のような目立った被害は現れていないが、今後に備え、東アジア地域の国々と協

力して、広域的な酸性雨モニタリングネットワークづく りが進められている。

　　本県では、昭和57年度から元年度まで、県下の２地点で、梅雨期と秋雨期に雨を採取し、成分

分析を行っていたが、平成２年度からは、東・中・南予に各調査地点を設け、全国の統一的採取

法である「ろ過式採取法」により、年間を通じて１週間単位で全雨水を採取し、成分分析を行っ

ている。その調査結果は、資料編１－４のとおりであり、酸性雨が継続して観測されているが、

その結果は、ほぼ全国の調査結果と同レベルとなっている。
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